















































　本論 は以下のように構成されている。まず、第2節 では、Beckerの家計内生産 に関するモデル
を参考にして子供の需要に関する意思決定をモデル化する。続いて第3節 では、第2節 のモデルを
用いて女性の市場労働 時間と子供の需要の関係 について比較静学分析を行う。
















入される生活時間(以 下で は育児 時間と呼ぶ)、吻 は他の家計内生産物の生産に投入される市場






ここ で、pcはxc　1単 位 の価 格 、　pzは りOz　1単 位 の価格 を表 し 、1は 女性 の市場 労働 時 間、









で表 され るも の と し、dxC/dl>0が成 立 して いる4)。(7)式の形 状 は 、育児 時間 と育児 市 場財 の代
替 可能性 の 程度 に依存 し 、代 替 可能性 が低 い ほど ∂娩/∂Zの値 は小 さ くな るも の とす る5)。こ の と
き 、T'=T一砺 とす る と、(2)式は、
　　 　 　 cニfC(んo(z),　T'一の








　 挙げると、例えば、すべての育児時間が育児市場財と1対1で 代替可能であるとすると、(7)式は傾き1の 線
　 形となる。また、育児市場財の供給が不十分であるとき(保 育サービスの不足や多様化が不十分であるとき)
　 や、育児時間の中で育児市場財と代替不可能な部分(例 えば親子間の愛情など)が 大きくなると、(7)式の傾
　 きは緩やかになる。
44　 女性の労働時間と子供数は同時に増加するか












　　　　昜 一おλ磯(η α+UxzAxz)　　 　 　 　 (12)
　　　　晶 一一ゐλ辮 畿`1藷+UxzAxz)　　 　 　 (13)
が導 出され る。 こ こで 、Dは 縁付 きヘ シア ン の行列 式で 、　D>0が 成 立 して いる とす る。　 ijはそ
れぞ れ以 下のこ とを 表し てい る。 まず 、ηα と η砒zはそれ ぞれ 、労働 時 間iと 生産要 素 吻 の量 の
変化 率 に対 する 、効 用Uの 変化 率 の比 、つま り弾力 性 を示 してお り 、
　　　　　　　 c　∂σ　　 z∂c
　　　　ηα一U∂c●c∂1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (14)
　　　　η翫z-zaUU　aZ・鶉 　 　 　 　 　 　 　 　 (15)
で表 される7)。(14)式は効 用のZ弾 力 性 、(15)式は効用 のaOz弾力性 を示 して いる 。(14)式右辺
の ∂C/alについ ては 、
　　　　acal一器 讐 一∂ac(T'-1)　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (16)
が成 立して いる 。次 に 、(13)式の η昭 は、
6)これらは、ラグランジュ関数LニU+λ(wfl一 物蜘一pzxz)を、　Z,物,λ について微分してゼロとすることによ
　 って求められる1階 の条件から導出される。な お、(9)式と(10)式 について、外生変数 丁'は省略している。
7)弾力性とは、労働 時間や生産要素の量が1%変 化するとき、効用はそれぞれ何%変 化 するか を表 している。
　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 京都女子大学現代社会研究　　45
　 　　 　 　　 　 1　dxcη
昭=　 　　 　 　　 　x
c　dl
とな り、ηα/η昭 は、 効用 の 物 弾力性 を 表し ている 。最 後 に、Axzにつ いて は 、
　 　　 　Axz=rl　MRSxz十rl　MPxz　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(　17)
が成 立 し てい る 。(17)式につ い て 、η澀8、,zは、 限界 代 替 率MRSのaOz弾 力性 を 表 して お り 、
ηM驫zは、要 素 吻 に対す る 限界 生産性MPの 弾力 性 を表 してい る8)。従っ て、　A物 は 、生産 要素
りOzに対 する 限界 代替 率の 弾力性 と 限界生 産性 の弾 力性 を合計 したも の であ る。 なお 、すべ て の　 ij
につ いて　2」>0が成 立して いる。
　 こ のとき 、(12)式と(13)式 の 符号 は、(14)式の符 号 に依存 して 、以 下の2ケ ース につい て導
出さ れる・ 蛾ac　 ducax






　 　　 　 　　 　 aL　awfawf
　 　　 　 ac　　ac　ai　　 　　 　 <o
　 　　 　 　　 　 ∂zapC 　　 apc
が成 立する 。従 って 、こ のケ ース ではwfが 上昇 するかpcが 低 下する と 、Zとcの 両方 が増加 す
る。
次 に・ac　 dxca
xc　dl<1匙 あ る場 合 は・acal〈・ が成立 し ・(14)式の符号 はマイ ナス1こな る・
　　　　　　　　　　acこの場合
、(12)式と　　　　　　　　　　　　については、awf
　　　　　　　　　 acai 　　　　　　　　　　 ησ賜くO 　if　一ησz<　　　　　　 >o
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 Axzawf awf




　 　　 　 ∂Z〈 。 ∂c>。if一 ησ・<Uxz
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 A餌zapc apc η昭
8)　MRSxzについて は ηM認鞄二一　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 MRS
zc　 伽z
一蹴 欝 が成立している・
吻 　　dMRSzc　 　 　 　 MUZ　 　 )が成立しており、MPxzについて　MPxzニ(MRSzc=　 　 　 MU
c
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議 〉・acapc〈・if咢 〉 無
が成 立する10)。従 っ て、こ のケ ース で は 晦 が上 昇する かpcが 低 下す る と、iと0が 逆 の方 向に変
化す る。














　 　 　 　 Uxz一ησz〈
　 　 　 　Axz
　 　 　 　 Uxz一ηα>
　 　 　 Axz
η・・ 〈Uxz
η昭　 　 　 Axz
η・㌧Uxz
η躍c`　 　 　 .4靴
∂1　 　 ∂o　　 　　 GO>o
　　　　 ∂uケ∂親ケ
















9)条件について詳細に検討してみる。1つ めの条件である不等式について、左辺はZの 増加による(σ が減少す
　　るため)Uの 減少率を表し、右辺は吻 の増加によるUの 増加率を 吻 が増加するときのMRSとMPの 減少率
　　の合計で割ったものである。このとき、∂〃∂wf>0が成立するための十分条件は、一ηα<ησ。zかつん 、〈1で




　　による σの減少率を表している。注9と 同様に考えると、∂Z/∂wf>0が成立するのは、(Zの増加による)晩 の
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14)ここでは、限界生産性逓減の法則が成り立っているため、∂α∂晩 と ∂α∂tCの値は、それぞれ 晩 と 孟oが増加し
　　ていくと、小さくなる。そのため、生産要素が育児時間から育児市場財にシフトしていくと、∂α∂物 の値は小
さくなり・逆にac/atCの値は大きくなり・条件の不等式力鶚 誓 〉 論 畷 嘗 綴 一と変化す
　　る。このスイッチポイントは、育児時間と育児市場財の代替可能性が大きいほど遅くなる。
